
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人食工房ぱる

1 事業の成果
運営面では体制が変わり、すこしずつではあるが、安定的な稼働を行えるようになり、知的障害者 (児 )

の雇用促進や社会参加、生活向上を求め、 又東大和障害者ネットワークや他作業所との協働において地
域福祉の増進を図りました。利用者一人一人の特性に合わせた作業の提供を行うことができました。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

(2)そ の他の事業

該当なし

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

障害者の地域
生活支援のた
めの相談事業

知的障害者 (児 )と の個別
相談、知的障害者 (児)の
家族との生活相談、クラブ
的活動 (手話・フラワーア
レンジメン ト・手工芸な
ど)を行った。

通年
法人事務

所内
1人
知的障害

者 (児 )
20人 0

障害者総合支
援法に基づく
障害福祉サー
ビス事業

障害者総合支援法に基づ
く就労継続支援 B型のサ
ービス提供

法人事務

所内
11人

知的障害

者 (児 )
20人

94,166

障害者総合支援法に基づ
く共同生活援助のサービ
ス提供

同法人施

設内
11人

知的障害

者 (児 )

身体障害

者 (児 )

10人

〈事業費の総費用 【94,166】 千円)

事業費
(千円)

通年

通年



書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 活動計算書
自令和 3年 4月 1日  至令和 4年 3月 31日

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 食工房ぱる

B

2 の

9,617,078受取補助金

8,099,971

920.000
920,000

A

1

2

Ｑ
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4
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6 そ
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96 723 624
349

の の

受取負担金

受取寄付金

受取入
受取会

金△
一^
凛富^

6,000
173,000

障害者総合支援法福祉サービス事業収益
訓練等給付費収益
就労支援事業収益
一般事業収益

61,226,583
15,656,044
674,990

537

421

受取

受取利息

雑収入

(1)人
報酬

給料

50,000

職員 千当
賃金
法定福利費
職員交通費

14,80

18,06

13,42

4,74
75

30

84

84

95

15

2) の

広告宣伝費
健康管理費
旅費交通費
利用者交通費
役務費
運搬費
消耗品費
修繕費
委託費
水道光熱費
賃借料
支払保険料
接待交際費
行事費
食材費
租税公課
減価償却費
就労支援事業費
指導用材料費
会議費
雑費

6,000
364,924
7,346
374,000
534,383
210,509
1,479,527
567,600
572,000
2,019,878
13,704,411
538,480
2,300
86,005
1,953,516
78,450
802,582
18,960,938
57,158
130

2,900

166 445
F理費2

会議費 5,009

|
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12,220
572,000

589.229
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業税

+
57 065.260前期 正味財産

0

59 210

法人税、住民税及び

1当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … ・①              l.967.9501
:外 収

「 E 漏

[ |

:越 正 味 財 産 響

常 外 収 益 引

管理ロ



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
令和 4年 3月 31日 現在

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 食工房ばる

A の

1

現金預金
未収入金

商品

原材料
仮払金
前払費用

43,056,308
12,817,811
280,320
237,432
1,622,756
527,389

2

(1 ) 形 固 6.484.494
建物

建物付属設備

車両運搬具

什器備品

減価償却累計額

7,791,562
2,470,068
1,145,740
3,681,756
△  8,604,632

(2) 形

(3) その の

保証金
工賃変動積立金預金

設備等整備積立金預金

690,000
1,300,000
3,270,078

【A】 資 産 合 計 ①+② 70.286.588

B-1
1

未払金

預 り金

4,792,842
1,893,067

2

+ 6 685 909

B-2
1

工賃変動積立金

設備等整備積立金

1,300,000
3,267,469

ク
一

前期繰越止味財産額
当期正味財産増減額

57,065,260
1,967,950

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計【B】 【B-1】 +【 B-2】 70.286.588

且_______金 __盗
r

:動負鶴

動負債合計
固定負償

檻

】 正 味 財 産 の 割

"

立金

i越活動増減額合言



16 28

令和 3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 食工房ぱる

重要な会計方針
計算書類の作成は、就労支援の事業の会計処理の基準 (2006年 10月 2日 、2013年 1月 15日 一部改正 厚生労働省
社会・援護局長通知)に よっています。

(1)棚 卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法

(2)固 定資産の減価償却の方法
法人税法の規定に基づく定額法

(■ )消費税等の会計処理
税込方式

事業別損益の状況
障害者総合支援法に基づく「障害福祉サービス事業」のみであるため、記載を省略しています。

施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
該当なし

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。

5.固 定資産の増減内訳

，

一

い
う
・

4

内容 当期増加額 備考

障害者日中活動系

サービス推進事業補助金

4,080,000 4,080,000

4,080,000 4,080,000合 計

取得科 目 期首収得価額 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

1,145,740

82

2,000,000

7,791,562

2,470,068
1,145,740
3,681,756

0

690,000
1,300,000
3,270,078

3,278,948

1,711,090
95,478
3,519,116

4,512,614
758,978
1,050,262
162,640

0

690,000
1,300,000
3,270,078

有形固定資産
建物

建物付属設備

車両運搬具

仕器備品

投資その他の資産

長期前払費用

保証金

工賃変動積立金預金

設備等整備積立金預金

7,791,562

2,470,068
0

3,681,756

2,000,000
690,000
1,300,000
3,269,996

21,203,382 1,145,822 2,000,000 20,349,204 8,604,632 11,744,572合 計

(3)積立金の計上基準
・ 工賃変動積立金

将来の一定工賃水準を下回る工賃の補填に備え、就労支援会計基準による限度額以内を計上しています。
・設備等整備積立金

就労支援事業に要する設備等の更新、導入に備え、就労支援会計基準による限度額以内を計上しています。

Li塑重型塑 L_塑末残高期首残高



´
０ 借入金の増減内訳
該当なし

役員及びその近規者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

円

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

該当なし

8

科 ||
計算書類に

計上された

金額

内、役員と
の取引

(活動計算書)

該当なし

活動計算書計

(貸借対照表)
該当なし

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 食工房ばる

現金預金

重■現金

[][: :::II舜

業協同組合

未収亦 千
ザ2彙轟骨
待

棚%増 ξ
諄纂ζ雷危

、 3月 分

前選暴等#
家賃 4月 分、更新料未償却分

3()2,353

3,288,782

28,730,703
922,950
811,446
9,000,074 43,056,308

10,994,530
1,823,281 12,817.811

280.320
237,432 517,752

527,389
527.389

イ
'ス

払金
切手他仮払い未精算分 1.622,756

1 622 756

2

(1 ) 形固
建物
建物付属設備  電気設備、内装他
車両運搬具

什器備品  冷蔵庫、防犯カメラ他

4,512,614
758,978
1,050.262
162.640

6 484 .19‐1

(2)無形固定資

|:)

(3)投 その他の
保証金
不動産賃貸保証金
工賃変動積立金預金

設備等整備積立金預金

690,000
1,300,000
3,270,078

b 260 078

【A】 資 産 合 計 ①+② 70.286.588

4,702,842

の

2

1

1 813 067

B-1

3.622,722
327,400
560,000

282,720

1,498,291
394,776

預り金
旅行積立金
源泉所得税・特別徴収住民税

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 6.685.909

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 63.600.679

=

未払金

給与等 3月 分
消費税
家賃 3月 分
東大和市商工会

|

α

動資産合創

動資層
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 )

特定非営利活動法人食工房ぱる

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

団以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
団各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ ) 前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1
監事

イワシタ クミコ

岩下 久美子

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令不ロ

年

年

月  日

月  日

2 監事

オサ
゛
キ サチヨ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令和

年

年

月

月

日

日

3

すカカ
゛
ワ カス
゛
コ

中川 和子 令和 4年 3月 31日

令和

令和

年

年

月  日

月  日

4

, r" 1i.x

庇島 澄江

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令和

年

年

月

月

曰

目

b

タゴク セイイチロウ

田極 政一郎

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令和

年

年

月  日

月  日

・ 監事理 事

サエキ アサミ 令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令和

今二 月  日

年・ 月 日佐伯 亜沙美

・監事

フクタ
ヾ
  トモミ 令和 :3年 ■月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令和

年 月 日

年 月 日福田 智美

8

ハヤシ チヤコ

林 値也子

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和

令和

年  月 日

年 月 日

9 理事・監事

令和

令和

年

年

月 日

日月

令和

令和

年

年

月 日

日月

10
年

年

月  日令和

令和 月  日

年

年

月  日令和

令和 月  日

尾崎 幸代

ノ
~｀
ヽ

く壁ブ・監事
令和 3年 4月 1日

′
~́｀
ヽ

(選ヲ・監事

´
｀
、

、豊タナ監事

′´
~ヽ

理事くこジ

理事・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人食工房ぱる

氏    名

1 岩下 久美子

2 尾崎 幸代

4

5 林 値也子

6 福田 智美

7 吉田 まさ子

8 田極 政―郎

9 佐伯 亜沙美

10 内田 信之

11

12

3 中‖1 和子

鹿島 澄江


